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1. 防災分野における生物多様性の重要性 

1.1 生態系サービスと防災の関係 

防災分野は、自然環境から提供される多様な生態系サービスに深く依存して成り立っている。洪水緩和

や土壌保持、水源涵養、気候調整といった調節サービスは、災害リスクの低減や地域社会のレジリエン

ス向上に不可欠な役割を果たしている。例えば、湿地や森林、河川沿いの緑地は、洪水ピークの抑制や

土砂災害の防止、斜面の安定化、水質浄化などを通じて、災害発生時の被害を最小限に抑える自然の防

波堤として機能している。また、マングローブやサンゴ礁などの沿岸生態系は、高潮や津波のエネルギ

ーを吸収・緩和し、沿岸部の人々やインフラを守る重要な役割を担っている。 

 

一方で、防災分野は、生態系の変化や劣化から様々な課題やリスクを被っている。都市化やインフラ整

備、土地改変、過度な資源利用などが、湿地や森林の減少、生息地の分断、水質悪化、土壌流出などを

引き起こし、生態系サービスの供給能力を低下させる要因となっている。例えば、河川流域の生息環境

の断片化や湿地の消失、沿岸部のマングローブ伐採などは、洪水や高潮、土砂災害のリスクを高め、地

域のレジリエンスや人々の生活の質にも深刻な影響を及ぼしている。さらに、気候変動による降水パタ

ーンの変化や極端気象の頻発化は、災害リスクを一層複雑化・深刻化させている。 

 

こうした中で、防災分野においても、生態系サービスの恩恵を最大限に活かしつつ、自然資本の保全・

再生を図る「ネイチャーポジティブ」なアプローチが求められている。例えば、流域単位での統合的な

防災・減災計画の策定や、自然バッファー機能を活用したグリーンインフラの導入、湿地や森林の保

全・再生、地域住民との協働による防災活動などが挙げられる。これらの取組みは、災害リスクの低減

や被害の最小化を図るだけでなく、生態系サービスの維持・向上や地域の持続可能な発展、SDGsやパ

リ協定、仙台防災枠組（SFDRR）など国際的な目標への貢献にもつながるものである。このように、

防災分野は、気候変動や都市化、人口増加等の複雑な課題に対応しつつ、ネイチャーポジティブな社会

への移行を牽引する重要なセクターと言える。 

 

1.2 地域社会・文化とのつながり 

防災分野における生物多様性は、単なる災害リスク軽減や自然環境としての価値にとどまらず、地域の

文化、伝統、社会構造と深く結びついている。山林、河川、海岸、湿地などの自然環境は、祭礼や信仰、

伝統的な土地利用慣習、災害伝承と融合し、地域アイデンティティの形成に寄与してきた。例えば、鎮

守の森や津波避難の碑、災害の記憶を語り継ぐ語り部活動などは、自然と人間の共生の歴史を物語る文

化的景観として評価され、防災の対象であると同時に、地域の精神的価値を支える存在でもある。 

 

IPBESは、こうした「文化的生態系サービス（cultural ecosystem services）」や「精神的価値

（spiritual values）」が生態系サービスの重要な構成要素であることを強調しており、防災機能と地域

文化の維持が相互に依存することを明らかにしている1。また、地域住民が自然環境と共生しながら培

 
1 IPBES (2022). “The Assessment Report on the Diverse Values and Valuation of Nature”. 
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ってきた伝統的知識や慣習は、持続可能な防災の知恵として注目されている。地形を活かした避難路の

設計、植生による土砂災害の抑制、地域資源を活用した復旧技術などは、地域の経験に根ざした実践で

あり、現代の防災事業においても有効な手法となり得る。UNEPや世界銀行などの国際機関においても、

地域主体の防災やコミュニティベースド・アプローチが重視されており、住民参加による自然環境の保

全活動や防災教育、地域資源の活用が推進されている2。 

 

このように、防災分野における生物多様性の保全は、地域の文化的価値や社会的結束を支える基盤であ

り、災害へのレジリエンスと地域社会の持続可能性を高める鍵となる。防災事業の計画・実施・評価に

おいて、生態系サービスや文化的価値の視点を組み込むことは、真に持続可能な地域づくりと災害対応

を実現するために不可欠である。 

 

1.3 防災分野におけるネイチャーポジティブに向けた国内外のイニシアチブ 

2022年に採択された「昆明・モントリオール生物多様性枠組（GBF）」では、2030年までに生物多様性

の損失を止め、反転させる「ネイチャーポジティブ」の実現が国際目標として掲げられている。UNEP

やIUCN、世界銀行などは、自然を活用した解決策（Nature-based Solutions：NbS）を活用した政策統

合や実践的手段（例：沿岸域や河川流域での生態系再生、グリーンインフラの導入、自然浄化機能を活

用した災害リスク軽減、森林や湿地の保全・再生など）を積極的に推進している3。また、国連機関

（UNDRR、UNEPなど）、世界銀行、Global Facility for Disaster Reduction and Recovery（GFDRR）

などが、持続可能な防災や気候変動適応策の強化、コミュニティレジリエンスの向上を推進しており4、

TNFDは防災分野を含む企業に対し、自然関連リスク・機会の開示を通じて意思決定や資金の流れの変

革を促している5。 

 

こうした流れを受け、多国間開発銀行（MDB）は、2025年11月に「自然ファイナンス共通原則

（Common Principles for Tracking Nature Finance）」を改訂し、新たにMDB共通「自然ファイナン

ス・タクソノミー（Common Nature Finance Taxonomy）」6を導入し、ネイチャーポジティブに資す

る投資・事業を、①生物多様性・生態系サービスの保全・回復、②自然損失の直接要因の低減、③経済

 

https://www.ipbes.net/the-values-assessment 
2 UNEP. Disaster Risk Reduction. From risk to resilience: empowering communities, preserving Nature. 
https://www.unep.org/topics/disasters-and-conflicts/disaster-risk-reduction 
World Bank (2010). “Building Resilient Communities: Risk Management and Response to Natural Disasters 
through Social Funds and Community-Driven Development Operations”. 
https://documents1.worldbank.org/curated/en/844751468148503609/pdf/487230WP0Box331Communities1C
omplete.pdf 
3 UNEP, UNDRR (2021). “Nature-based Solutions for Disaster Risk Reduction -Words into Action”. 
https://wedocs.unep.org/items/71c20eef-ccc3-4af8-8b03-529505e0552e 
4 UNDRR (2022). “Global Assessment Report on Disaster Risk Reduction”. 
https://www.undrr.org/gar/gar2022-our-world-risk-gar 
5 TNFD (2023). “Taskforce on Nature-related Financial Disclosures (TNFD) Recommendations”. 
https://tnfd.global/publication/recommendations-of-the-taskforce-on-nature-related-financial-
disclosures/#publication-content 
6 World Bank (2025). “MDB Common Nature Finance Taxonomy”. 
https://www.worldbank.org/en/topic/environment/publication/mdb-common-nature-finance-taxonomy 
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セクター横断的な自然を活用した解決策（NbS）の統合、④これらを可能とする政策・制度・計画・ツ

ールの設計・実施、の4区分で整理している。本タクソノミーは、横断分野（再生可能自然資源管理、

都市開発・防災、グリーンビルディング）を含む7セクター7における適格活動を標準化し、自然ファイ

ナンスの一貫性と透明性を高める枠組みとして位置づけられている。さらに、国際資本市場協会

（ICMA）は、2025年6月に「自然のためのサステナブル債券：実践者向けガイド（Sustainable Bonds 

for Nature: A Practitioner’s Guide）」8を公表し、生物多様性・自然資本に貢献する事業を対象とした

サステナブル債券の実務指針を提示するなど、国際資本市場においても都市・地域開発分野を含む自然

関連投資の拡大が進んでいる。 

 

国内では、環境省が策定した「第6次生物多様性国家戦略2023-2030（2023年）」や「環境白書・循環

型社会白書・生物多様性白書（2023年）」等において「ネットゼロ、循環経済、ネイチャーポジティブ

経済」のもと、流域保全やグリーンインフラの導入、気候変動適応策としての防災分野の強化が重視さ

れている。また、2014年に策定された防災基本計画では、国際協力や技術協力の推進が明記されている。

この方針のもと、国土交通省や地方自治体、民間企業、大学等が連携し、国内外での防災の高度化や技

術移転を進めており、日本は世界有数の災害対応技術やコミュニティ防災活動のノウハウを活かした国

際協力を展開している。 

 

JICAは、JICAグローバルアジェンダ（課題別事業戦略）に基づき「地域の災害リスクを軽減する実践的

な防災支援」や「コミュニティレジリエンス強化」を推進し、SDGs（特にゴール11, 13, 17）の達成に

貢献している。防災分野は、気候変動や都市化、人口増加等の複雑化する課題に対応しつつ、生態系を

活用した防災・減災（Eco-DRR）等を含む多様な取り組みを通じて、ネイチャーポジティブな社会へ

の移行を牽引する重要なセクターである。なお、本ガイダンスを活用して開発事業における生物多様性

主流化の検討を行い、生物多様性への貢献が確認されたプロジェクトは、リオマーカー「生物多様性」

としてOECD-DAC へ報告9するとともに、対外発信を行うこととする。 

 

2. 防災分野における生物多様性の主な課題とポテンシャル 

2.1 生態系サービスがもたらす防災事業へのインパクト（依存） 

ミレニアム生態系評価（MA）や生態系と生物多様性の経済学（TEEB）は、生態系サービスを「供給

サービス」「調整サービス」「生息・生育地（基盤）サービス」「文化的サービス」の4類型に分類し

ている。防災事業においては、特に「調整サービス」（洪水緩和／水量調整、土砂災害等の防止、気候

 
7 ①森林・農業・水産、②鉱業・エネルギー、③交通、④廃棄物・水・衛生、⑤産業・貿易・サービス、⑥金融、
⑦横断分野（再生可能自然資源管理、都市開発・防災、グリーンビルディング） 
8 International Capital Market Association (2025). “Sustainable Bond for Nature: A Practitioner’s Guide”. 
https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2025-updates/Sustainable-Bonds-for-
Nature-A-Practitioners-Guide-June-2025.pdf 
9 生物の多様性に関する条約の３つの目的である、生物多様性の保全、その構成要素（生態系、種、または遺伝資
源）の持続可能な利用、および/または遺伝資源の利用から生じる利益の公正かつ公平な配分のうち少なくとも1つ
に貢献しているプロジェクトに関して、2002年よりOECD-DAC のCRS 統計にてリオマーカー「生物多様性」とし
て実績を報告している。DAC におけるリオマーカー「生物多様性」付与の基準は以下の文書を参照： 
https://one.oecd.org/document/DCD/DAC/STAT(2018)26/FINAL/en/pdf 
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調整等）や「文化的サービス」（災害伝承、地域の結束等）が重要な役割を果たしている。 

 

生態系サービスが損なわれた場合、森林や湿地の減少、海岸の改変などは、洪水や土砂災害の頻発化、

高潮被害の増大、地域コミュニティの分断などを招き、持続可能な防災の実現を脅かすリスクとなる10。

また、都市化やインフラ整備の進行は、自然の防災機能の低下、災害リスクの増大、地域の伝統的知識

や文化の喪失など不可逆的な問題を生じさせる。気候変動の影響による極端な気象現象や海面上昇は、

避難インフラの機能不全や新たな災害リスクの顕在化をもたらす11。これらは、防災事業の成果や地域

住民の安全・生活に対するリスクとして顕在化する。 

 

一方で、自然環境の保全や再生を伴う防災事業は、地域全体の生態系サービスの維持・強化を通じて、

災害リスクの軽減や気候変動への適応力の向上をもたらす機会となる12。グリーンインフラの導入や流

域保全型の防災計画は、調整サービスの強化を通じて災害対応力や地域のレジリエンス向上に寄与する。

さらに、地域の防災協議体や住民参加型の活動は、合意形成を促進し、持続可能な防災の実現に資する。

コミュニティの能力強化や知識継承は、人口増加や都市化への対応力を高める機会となる。 

 

このように、防災事業は生態系サービスに依存している度合が高く、その恩恵と脆弱性の双方を内包し

ている。したがって、生態系サービスに起因するリスクと機会の両面を適切に検討し、事業設計・運用

に反映させることが、持続可能な防災事業の実現には不可欠である。 

 

2.2 防災事業がもたらす生態系へのインパクト（影響） 

防災事業が生態系サービスに負の影響を及ぼすケースとして、堤防建設や護岸工事による河川・海岸の

改変、森林伐採や湿地埋立て、過剰な土地利用などが挙げられる。これらは、生物多様性の減少、自然

の防災機能の低下、土壌流出や水質悪化の発生を招き、洪水緩和や土砂災害防止などの生態系サービス

の低下をもたらす13。また、都市化やインフラ拡大は、雨水の浸透低下や水循環の阻害を通じて、災害

リスクの増大や生態系の劣化を深刻化させる要因となる。 

 

一方で、防災事業が生態系サービスの維持・向上に寄与し、ネイチャーポジティブに繋がるケースも存

在する。たとえば、地域全体の自然環境を考慮したグリーンインフラの導入や、森林・湿地の再生、海

岸植生の保全は、洪水緩和や土砂災害防止、気候調整などの調整サービスを強化する。統合的な防災計

画や多様な利害関係者の協働による地域管理は、持続可能な防災と生態系保全の両立を実現しうる。さ

らに、コミュニティの能力強化や環境教育の推進は、地域のレジリエンス向上や生態系サービスの回復

に資する機会となる。 

 
10 UNEP. Ecosystem-based Disaster Risk Reduction. https://www.unep.org/topics/disasters-and-
conflicts/disaster-risk-reduction/ecosystem-based-disaster-risk-reduction 
11 World Bank (2010). “Building Resilient Communities: Risk Management and Response to Natural Disasters 
through Social Funds and Community-Driven Development Operations” 
12 IUCN (2017). “Nature-based Solutions to Disasters”. https://iucn.org/sites/default/files/2022-
07/nbs_to_disasters_issues_brief_final.pdf 
13 UNEP. Ecosystem-based Disaster Risk Reduction 
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このように、防災事業は、生態系サービスへの負の影響と正の影響の両面を持つため、事業の計画・実

施段階でリスクと機会を的確に評価し、ネイチャーポジティブな社会への貢献を最大化することが重要

である。 

 

3. 生物多様性主流化の実践（防災分野） 

事業における生物多様性主流化とは、各事業の計画、実施、モニタリング、評価のすべての段階に自然

資本・生物多様性の視点を取り込み、実践することである。本章では、以下の 5つのステップで防災分

野における生物多様性主流化の実践方法を紹介する。なお、検討ステップの全体像は、Part I「5. 生物

多様性主流化の実践ステップ（概要）」を参照。 

3.1 ステップ１：事業と自然資本・生態系サービスとの接点の把握および対応策案の検討 

防災分野における事業活動は、自然資本から多様な生態系サービスの恩恵を受けている一方で、自然資

本・生態系に対してさまざまな影響を及ぼしている。これらの依存と影響は、事業の対象地域の生物多

様性に深く関わる要素であり、適切な理解と対応が求められる。 

 

本ステップでは、計画している事業活動が生態系サービスにどのように依存しているか、またどのよう

な形で自然資本・生態系に影響を与えているか（生態系サービスとの接点）について把握する。その際、

対象事業の主管部門が「セクター別 生態系インパクトマトリクス」を用いて、事業の生態系サービス

へ の 依存 度 や影 響度 合 いを 確認 す る。 当マ ト リクス は 、 ENCORE （ Exploring Natural Capital 

Opportunities, Risks and Exposure）14の評価を参照して作成されたものであり、事業活動と生態系サ

ービス（供給サービス、調整サービス、基盤（生息・生育地）サービス、文化的サービス）との接点の

度合いを5段階で評価している（図1参照）。さらに、「生態系インパクトへの対応策リスト」を参照

し（図2参照）、把握した接点に基づきどのような対応策が考えられるかについて初期的な検討を行う。 

 
出典：ENCOREの提供データをもとにJICA作成 

図1 セクター別生態系インパクトマトリクス（イメージ図） 

 
14 UNEP等が共同開発した自然資本評価ツール https://encore.naturalcapital.finance なお、ENCOREは企業・

経済活動を対象とした産業分類に基づく評価ツールであるため、JICA事業の固有の活動内容が必ずしも網羅されて

いない点には留意が必要である。 

https://encore.naturalcapital.finance/
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なお、対応策リストでは、表1に示す防災分野の各活動について、想定される生態系インパクトに対す

る主な対応策を、図2の赤枠で示す箇所に整理している。 

表 1 防災分野における生態系インパクト対応策を整理した各活動一覧  

No. サブセクター 活動 

1 事前防災投

資・施策 

防災インフラ及び重要インフラの整備・運用（構造物対策）【高潮・津波】 

防災インフラ及び重要インフラの整備・運用（構造物対策）【洪水・内水氾

濫】 

防災インフラ及び重要インフラの整備・運用（構造物対策）【土砂災害】 

防災インフラ及び重要インフラの整備・運用（構造物対策）【台風・強風・竜

巻】 

防災・減災に係る非構造対策（ソフト） 

2 防災・減災に

係る非構造対

策（ソフト） 

ガバナンス体制強化 

データ整理 

ステークホルダー連携 

出典：JICA作成 

 

 
出典：JICA作成 

図2 生態系インパクト対応策リスト（イメージ図） 

3.2 ステップ２：生態系インパクト（依存・影響）の特定 

WWFが提供するBiodiversity Risk Filter（BRF）15（以下、BRFイメージ図）などの外部ツールを活用

し（図3参照）、ステップ１で特定された生態系サービスとの接点における依存度や影響度合いを地理

的に評価する。本ステップは、協力準備調査や詳細計画策定調査の実施段階で行う。 

 

 
15 WWF Biodiversity Risk FilterはWWFが提供するオンラインツールで対象地域の生物多様性リスクを空間的に可
視化する。(https://riskfilter.org/biodiversity/home) 
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BRFは、ENCOREの産業別依存・影響評価を基礎としつつ、地域ごとの生物多様性状態（保護地域の分

布、樹木被覆の損失、希少種の生息域など）を33の指標に基づいて統合的に評価するツールである。

これにより、事業拠点や案件活動の対象地域が持つ生物多様性リスクを空間的に把握し、より精緻なリ

スク評価と対応策の検討が可能となる。 

 

 
                          出典：WWF Biodiversity Risk Filter（WWF） 

図3 WWF Biodiversity Risk Filterによる生態系リスクヒートマップ（イメージ図） 

 

3.3 ステップ３：生態系インパクトへの対応策の検討 

協力準備調査や詳細計画策定調査の実施段階では、事業活動と自然資本や生態系サービスの接点（依

存・影響）を踏まえ、リスクを最小限に抑え、且つ機会に繋げる適切な対応策を検討することが期待さ

れる。防災分野は、既述のとおり生態系への依存度が高く、同時に影響を及ぼす可能性も大きいため、

対応策の検討は事業の持続可能性を左右する重要なステップである。 

 

 対応策は、単にリスクを緩和するだけでなく、ネイチャーポジティブの視点を取り入れ、自然環境の

回復や地域社会への恩恵を生み出すことが求められる。対応策の検討にあたっては、別添資料「生態系

インパクトへの対応策リスト」を参照しつつ、より実行性が高く、且つ効果の発現が期待できる活動を

選定する。リストは、防災分野の活動別に、生態系リスクを軽減し、機会を増大させるための対応策を

例示しており、リストのイメージは下図のとおりである。赤枠箇所が生態系インパクトへの対応策の事

例を示している。 
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出典：JICA作成 

図4 生態系インパクト対応策リストと関連情報（イメージ図） 

 

3.4 ステップ４：効果指標の設定 

協力準備調査や詳細計画策定調査の実施段階において、ステップ３の対応策の検討後、生態系の保全・

再生やリスク軽減にどのような成果をもたらすかを把握するための効果指標を併せて検討する。指標は、

対応策の効果を自然環境や生態系サービスの健全性・持続性などの観点から測定する『生態系指標』、

そして地域住民の生活の質、文化、社会的包摂、レジリエンスなどの観点から測定する『社会経済指標』

の２種類を検討する。 

 

指標の検討にあたっては、別添資料「生態系インパクトへの対応策リスト」で対応策ごとにまとめた指

標例を参照しつつ、案件特有の性質、自然・社会環境、文化・地域性などを考慮し、情報収集が可能な

指標を選定することが推奨される。当該リストでは、MDBガイダンスの考え方を参照して整理された

「生態系指標」16、及び「社会経済指標」を例示している。 

 

生態系指標 

 特徴：IPBESやTNFDなど国際フレームワークに基づく「自然資本」「生態系サービス」の健

全性・持続性を測る指標 

 指標例：自然資本損失状況、地表水流量分布、水系の連続性（魚道・生物通路の機能）、生物

多様性指数（種数・生態系）、植生被覆率など 

 

社会経済指標 

 特徴：JICAが掲げる「人間の安全保障」やSDGsの観点から、地域住民の生活の質・福祉・包

摂性・レジリエンス、観光事業による社会的便益や影響を多面的に把握するための指標 

 指標例：災害時の被害件数・被害額、洪水・高潮被害損額、洪水・高潮被害損額、漁業資源回

 
16 MDBガイダンスとは、’Financing Nature: A Practitioner's Guide to Results Metrics Selection’ (IDB, Nov 
2025) を指し、本ガイダンスでは指標を３つの類型（Response、Pressure、State）に分類して定義づけている。 
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復、洪水による浸水被害件数・経済損失額、洪水による浸水被害件数・経済損失額、防災教育

参加者数など 

 

これらの指標は、事業の成果を定量的に示すだけでなく、ネイチャーポジティブに向けた変化を国際的

に報告する際の根拠にもなる。 

 

3.5 ステップ５：モニタリング手法の検討 

協力準備調査や詳細計画策定調査の実施段階において、ステップ４で設定した効果指標をもとに、事業

の実施後に生態系や地域社会にどのような変化が生じたかを継続的に把握するためのモニタリング体制

を検討する。 

 

主なモニタリング手法例： 

• 定点観測（例：緑地面積、生物多様性指数、水質、植生等の定期測定） 

• 住民参加型モニタリング（例：地域住民による生物記録や地域活動の記録、安全な避難経路の

維持状況） 

• リモートセンシングやGISの活用（例：土地利用変化や生態系ネットワークの把握） 

• 定期的なレビュー会議（例：自治体、住民、関係機関による進捗確認・課題共有） 

 

実施体制例： 

• 案件形成担当部署がモニタリング計画を策定し、自治体、研究機関、NGO等と連携して実施 

• 住民や地域団体の主体的な参画による地域に根ざしたモニタリング体制の構築 

• モニタリング結果は、事業の効果検証や次期計画へのフィードバック、サステナビリティ推進

室を通じた国際的なネイチャーポジティブ報告等に活用 
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